
アクアングル

株式会社アクア

建設市場動向レポート

- 月次特集レポート -

2022年12月

22-12



月次特集レポート

ハイライト
RC造の躯体工事に関連する主要資材のうち、生コン価格の上昇がどうし
て起きているかにスポットを当てる。

背景： 原料価格の高騰

コンクリートの主原料であるセメント価格に関
して、太平洋セメントなどセメント大手３社は、
ウクライナ危機を背景とした燃料の石炭高を理
由に、2022年10月よりセメント１トンあたり
3,000円値上げを発表した。さらに、コンクリー
ト生成に必要な骨材も輸送費の上昇に伴い
値上がりしている。(Fig.1～Fig.4）
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（出典：経済調査会資料より作成）

Fig.2 主要都市におけるセメント価格指数の推移
（2015年度＝100）

Fig.1 石炭価格推移

（出典：FRED）

（出典：経済調査会資料より作成）

Fig.3 主要都市における骨材価格指数の推移
（2015年度＝100）

Fig.4  主要都市における生コン価格指数の推移（2015年度＝100） （出典：経済調査会資料より作成）
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札幌生コン協同組合 21-18-20N

山形中央生コン協同組合 21-18-20N

仙台地区生コン協同組合 21-18-20N

埼玉中央生コン協同組合 18-18-20N

東京地区生コン協同組合 18-18-20N

東関東生コン協同組合 18-18-20N

名古屋生コン協同組合 18-18-20N

奈良県生コン協同組合 ―

佐賀県生コン協同組合 ―

2023生コン協同組合名 2022標準ベース

4,500円up

20,000円/㎥

近日中に改定額公表

3,000円up

23,300円/㎥

・城北地区 18,600円/㎥

・南・中・西部地区 18,400円/㎥
2,000円up

2,000円up（13か月条項の適用を開始)

19,800円/㎥17,800円/㎥

2,000円up (22年10月～23年3月まで緊急対策費追加)

13,000円/㎥

改定額は未掲載

・平坦部 19,000円/㎥

・山間部 20,000円/㎥4,000円up

2,000円up

19,800円/㎥

生コンの取引価格の動向

全国の生コンクリート
協同組合では、前述の
原料価格高騰を受けて、
値上げを表明している。
Fig.5は、2022年12
月現在、全国の生コン
協同組合のうち価格引
き上げをwebサイト上で
確認できた組合の一覧
である。(Fig.5）
東京における2022年

10月の取引価格は
2,800円値上げの
17,800円であった。さ
らに、来年4月から
2,000円の再値上げを
表明している。
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Fig.6 生コンの月別出荷量 前年対比

※（ )内は対前年比、【】内は対前年増減比 （出典：全生連資料より作成）

Fig.5  生コン取引価格の改定時期と改定額

（出典：Webサイト上で確認 当社調べ）

生コンの出荷量
取引価格の値上げが進んでいる生コンだが、販売は減少傾向が続いている。全生連の全国生コンクリー
ト月次出荷実績によれば、2022年10月期の出荷量は官民合わせ678万㎥と前年度に比べて4.2%減
となった。9月期続き、前年を下回るのは2か月連続となった。また、民間需要は0.2％と微増したが、官公
需は11.9％減少した。全生連によれば、全生連の22年度の需要見通しは前年度に比べ約３％減の
7,350㎥と、統計を取り始めた1975年度以降で最低となった。(Fig. 6）

2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022 2021 2022
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【-1.1%】

【-2.1%】

【-5.3%】
【-3.5%】

【0.5%】

【-1.5%】
【-5.0%】

【4.3%】

【-3.3%】
【-4.2%】
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2021年
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2022年
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月

（-18.1％）

（-2.6％）

（-18.3％）

（-13.1％）
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建築着工床面積

国交省の建築着工統計によれば、2022年
10月の着工床面積は990万㎡と、前年同月
比18.1％減となった。9月の2.6％減に続き、
2か月連続の減となった。（Fig.7）
建築主別では、公共は2022年10月期前
年同月比13.1%減で42万㎡であり、4か月
連続の減となった。民間の10月期は、前年同
月比18.3%減で948万㎡となった。(Fig.8)
もっとも、生コン価格は上昇しているものの、
建設会社への価格転嫁は十分に行われていな
いという。経済産業省による全生連会員へのア
ンケート(※)で92％が大幅な原価上昇を訴え
たものの、価格転嫁が難しかったり限定的だった
りするケースが67％に達した。(2022年12/9 
日刊建設工業新聞より）

※調査は１０月２５日から１か月間行われ、全生連会員２
１９者が回答した。製造原価が「非常に上昇し収益・採算に
甚大な悪影響を及ぼしている」は４１％、「かなり上昇している」
は５１％。一方、価格転嫁が「全くできていない」は１０％、
「わずかしかできていない」は１９％、「一部できている」は３
８％と厳しさを伺わせる結果となった。

Fig.7 建築物月別着工床面積 前年対比

（出典：国交省資料より作成）
※（ ）は対前年同月比

①
10％

②
19％

③
38％

④
19％

⑤
14％

①全く転嫁できていない
②わずかしか転嫁できていない
③一部転嫁できている
④概ね転嫁できている
⑤全て転嫁できている

Fig.8 全生連 製造原価の上昇を受けた価格転嫁の状況

（出典：日刊建設工業新聞より作成）
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お問い合わせ先

株式会社アクア
経営企画室・PMO
嘉村 香澄
〒101-0053
東京都千代田区神田美土代町１番地
住友商事美土代ビル９階
aqa4@aqa-pm.co.jp
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